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【要旨】

①  米国では、96 年頃から始まった労働生産性の加速的上昇が 2000 年央まで

続き、IT化の進展が労働生産性を構造的に上昇させているとの議論が優勢に

なっている。こうした中、90年代後半における生産性上昇率の高まりのうち、

IT 関連の寄与が過半に達するとの実証分析もみられる。一方、米国以外の

国々をみても、オーストラリアやカナダ、ノルウェーなど、IT化の進展が生

産性上昇に繋がり、90年代後半に高成長を達成しているとみられる国もいく

つか存在する。本稿では、既往リサーチ等をベースに、米国における IT の

生産性上昇効果について検証すると同時に、先進国を対象として IT 化の進

展度合いや、その生産性押し上げ度合いなどについて国際比較を行い、90

年代において成長率ないし労働生産性上昇率に関する格差が生じる背景と

して、IT化の違いが大きく影響を及ぼしているかどうかについて考察する。

②  IT 化の進展が労働生産性を押し上げるルートとしては、（イ）IT 産業自体

の効率性（全要素生産性＜TFP＞）上昇、（ロ）ITストックの蓄積（Capital

Deepening）、（ハ）ITストックとその他資本ストックや労働力との間におけ

るプラスのシナジー効果（ITユーザーの TFP上昇）が考えられる。米国に

おいては、90年代後半に 90年代前半ないしそれ以前の長期トレンドと比較

して労働生産性上昇率が 1％ポイント程度高まっているが、これまでの研究

成果では、この高まりのうち上記（イ）IT産業の効率性向上、（ロ）ITスト

ックの蓄積だけでその 5～7 割程度が説明されるとの結果が得られている。

                                                  
  本論文中における意見等は、全て筆者の個人的な見解によるものであり、日本銀行および
国際局の公式見解ではない。
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実際には、業種別の TFPと ITストック比率（ITストック／全資本ストック）

との間の相関関係は高いことから、（ハ）IT ストックのシナジー効果の寄与

も小さくないとみられ、これも合わせた IT 全体の生産性上昇への寄与はか

なり大きなものと推察される。

③  次に、米国以外の国々での ITの生産性上昇効果をみるために、まず先進国

における 90年代の経済パフォーマンスを比較すると、OECD諸国の平均で

は、80年代と比較して GDP成長率が鈍化しているほか、労働生産性上昇率

もほとんど変化していない。しかし、スウェーデン、ノルウェー、フィンラ

ンドなど北欧諸国や、米国、カナダ、オーストラリアなどの英語圏諸国では、

成長率ないし労働生産性上昇率が高まっている国もみられる。

④  米国を対象とした研究事例にならって、IT の生産性押し上げ効果を上記

（イ）、（ロ）、（ハ）に分解してみると、（イ）IT 産業の効率性については、

スウェーデン、フィンランドなど IT 産業が急速に成長している北欧諸国に

おいて寄与度が高く、これらの国々では、IT産業の拡大が米国以上に生産性

を押し上げている可能性がある。また、（ロ）ITストックの蓄積については、

英国、オーストラリアなどの英語圏諸国で、IT投資が積極的に行われている

結果、労働生産性に対しても高い寄与を示している。また、（ハ）シナジー

効果については、ITストックの蓄積が進み、財・労働市場の規制が弱い英語

圏諸国で大きい（経済全体の TFP 上昇率が高まっている）という結果が得

られ、これらの国々では IT ストックの蓄積が同時にシナジー効果を発揮し

ている可能性がある。

⑤  IT 化についてのデータは蓄積が少なく、こうした国際比較については、か

なりの幅を持ってみる必要はある。しかし、90年代に高成長を達成した多く

の国では、IT産業の成長や ITストックの蓄積など、何らかの形で IT化の進

展が急速に進んでいる（逆に経済のパフォーマンスの悪い国では IT 化の進

展も遅れている）という結果は、ITが供給サイドの強化を通じて経済に与え

る影響は無視し得ない程大きいことを示している。しかも、実際に IT 化の

進展の違いは、90年代の景気パフォーマンスの違いに少なからず影響を及ぼ

したと評価できる。

⑥  こうした IT ストックの蓄積や TFP 上昇率に関する国ごとの格差の背景を

探ると、財市場や労働市場における規制の度合いと相関が高く、90 年代に
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TFP上昇率を高めた国では、総じて規制が緩いという関係が見出せる。規制

が強い国では、企業間競争が低調であったり、そこでのコーポレート・ガバ

ナンス構造が緊張度に乏しく、ITのような革新的な投資を行うインセンティ

ブを削ぐことになり、こうした非競争的環境では、TFPを大きく押し上げに

くいと考えられる。

⑦  なお、こうした観点からわが国についてみると、IT 産業のプレゼンスは国

際的にみて比較的高いが、ユーザー・サイドとしての IT ストックの蓄積と

いう観点では、ドイツ、フランスなど欧州主要国と比べて高いとはいえ、米

国、オーストラリア、英国などの英語圏諸国と比較すると見劣りしている。

ユーザー・サイドでの IT 投資を積極化する余地が大きいことになるが、そ

の実現には企業活動を巡る競争的環境を整えることが求められよう。
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１．はじめに

  米国では、長期に亘って労働生産性が停滞を続けていたが、96 年頃を境に目

覚しく改善しており、とりわけ 2000年入り後は一段と伸びを高めている状況に

ある。このため、米国においては、IT が生産性上昇率を構造的に押し上げてい

るとの議論が優勢になっている1。こうした中、いくつかの実証研究では、90年

代後半の労働生産性上昇率の高まりのうち、半分以上が IT 関連の寄与で説明さ

れるという結果が示されている。

  一方、99年から 2000年にかけて世界的に IT 需要が拡大していることもあっ

て、わが国も含め米国以外の国々にも、IT による生産性上昇が広がっていくと

期待されている。もっとも、IT の生産性押し上げに対する定量的な効果につい

ては、米国でも最近漸く明らかにされつつある程度であり、他国の状況につい

ては、主として IT 産業の規模や IT 投資動向などのデータ面の不足から、動向を

把握するのが極めて困難であった。しかし、最近では、OECD などの国際機関

や民間調査機関などが、部分的ながらも IT 関連のデータを蓄積しつつあり、一

応の国際比較が可能になっている。

  そこで、本稿では、IT が生産性を押し上げる一般的なルートを整理したうえ

で、既往の実証研究等をベースに、米国における IT の生産性上昇の定量的効果

について検証する2。次に、先進国を対象に、IT 化の進展度合いやその生産性押

し上げ効果等について国際比較を行い、90 年代における成長率格差の背景とし

て、IT 化の進展が大きく影響しているかどうかの点について考察する。

２．米国における ITの生産性上昇効果

（１） 米国の労働生産性

  まず、米国の労働生産性動向について簡単に振り返っておこう。非農業部門

の労働生産性は（図表１－１）、80年代から 90年代央まで低調なものにとどま

                                                  
1 グリーンスパン FRB議長も、生産性が構造的に変化している可能性について度々述べて
いる。例えば、2000年 7月に行なわれた半期に一度の議会証言では、「近年の生産性上昇の
殆どは構造的なものであり、それが引き続き加速しているという判断を崩すような証左は
ほとんどみられていない」と述べている。
2 米国における IT の労働生産性上昇効果については、齋藤（2000）でも幅広く分析してい
る。本稿の米国に関するパートでは、その後米国等でこの分野について多くの実証分析が
出てきたことを踏まえ、最近の議論でのフレームワークや実証結果を紹介することに主眼
を置いている。
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っていたが、96年頃から大きく伸びが高まっている。すなわち、80年～95年の

平均上昇率は+1.4％であったが、96年以降は+2.7％にまで加速している。とくに

2000年入り後は上昇率が一段と高まる方向にあり、上期における上昇率は前年

比+4.5％にまで達している。

  こうした生産性の高い伸びは、一定の産出を得るために必要な労働投入量の

節約に繋がっている。すなわち、米国経済は、長期に亘って景気拡大を続け、

とりわけ 99年以降は一段と成長率が高まっているが、同時に労働生産性上昇率

が大きく高まっているため、労働投入量の上昇率はこのところ安定的に推移し

ている（図表１－２）。

（２） ITの労働生産性上昇ルート

  次に、こうした生産性上昇に対する IT の寄与について考えてみたい。IT 化の

進展がマクロの労働生産性を押し上げるルートについては様々なものが考えら

れるが、一般的には、①IT 産業自体の効率性（全要素生産性＜TFP＞）向上、②

IT 資本ストックの蓄積（Capital Deepening）が挙げられる。これらの 2点は、IT

が生産性に及ぼすミニマム・インパクトと考えられ、いわば狭義の概念である。

後述のように最近の実証研究では、この部分を定量化し、労働生産性上昇に対

するインパクトを計測している。また、より広い概念としては、これらに加え

て、③IT ストックがその他の資本ストックや労働力にもたらすシナジー効果が

考えられる。この部分は、IT やそれを利用したインターネットの広がりが、在

庫管理の効率性向上効果やネットワーク外部性を持つという特徴を有すること

や、サーチコストの低下を通じてより効率的な取引を可能にするという効果が

ある点で、IT ストックに固有の効果である3。これら 3点についてやや詳しく述

べると以下のとおりである。

                                                  
3 このように、IT ストックの蓄積は、労働者一人当たりの資本ストックを上昇させる（Capital
Deepening）だけでなく、同時にシナジー効果をもたらすものであり、IT の労働生産性上昇
効果を考える場合、両者を一体として捉える必要があるとの見方もできる。しかし、ここ
では、後述（脚注 6）のような一般的な成長会計の枠組みに従って、Capital Deepening効果
と TFP上昇効果に分けて考えている。
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①  IT産業の効率性上昇（IT生産者側の寄与）

  第 1の点は、コンピュータや半導体など IT 産業自体の効率性上昇である。

IT の生産性上昇効果は、IT の生産者サイドにおける効果とユーザー・サイド

における効果に分解して考えることも可能であるが、この部分は生産者サイ

ドにおける IT の効果と捉えることができる。IT 産業は、急速な技術革新の下

で、産出価格を下落させつつ、収益拡大を享受しているが、これは極めて速

い生産性上昇を達成していることに他ならない。こうした生産性の高い IT 産

業が経済全体でのプレゼンスを高めれば高める程、全体の生産性上昇に対し

てプラスの寄与をすることになる。

②  ITストックの蓄積（Capital Deepening）

  第 2は、IT ストックの蓄積であり、これは IT のユーザー・サイドにおける

効果である。すなわち、スタンダードな成長会計分析によれば、経済成長は

労働や資本の投入量および技術進歩に分解することができ、労働生産性につ

いては、技術進歩と資本装備率（労働者一人当たりの資本ストック）に分解

可能である。したがって、企業が IT 投資を積極的に行い、IT ストックが蓄積

する（資本装備率が上昇する）につれて、労働生産性が上昇することになる。

③  ITストックのシナジー効果

  第 3は、IT ストックの蓄積が、その他の資本ストックや労働力に対して発

揮するシナジー効果であり、一般的にこの部分は IT ユーザーの TFP上昇とい

う形で計測される。すなわち、企業が設備の稼働率管理や投入原材料管理に

コンピュータなどの IT を利用する場合、現存する資本ストックの効率性が上

昇する効果がある。また、企業が IT を導入する場合には、企業組織をよりフ

レキシブルなものにするケースが一般的であり、労働資源の効率性を押し上

げる効果もある。さらに、Business to Business（B to B）などのインターネッ

トを利用した企業間電子商取引が進むと、ネットワーク外部性を通じて、取

引に参加している企業の効率性が上昇する効果もある。

（３） 米国での IT の労働生産性押し上げ効果

  以上の 3つのルートを切り口として、米国における IT の労働生産性上昇効果

について、これまでの実証分析等を基に定量的な検証を行う。
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（イ）狭義の IT の効果

① IT 産業の効率性向上

  IT産業（コンピュータ業種、電子部品業種で代表）の労働生産性4をみると（図

表２－１）、90年代入り後急速に伸びを高め、とりわけ 98年以降のコンピュー

タ産業の生産性上昇率は前年比+60％以上に達している。

  生産性の上昇は、IT 関連業種が高収益を維持しつつ、同業種の産出価格が低

下している点からも確認できる。すなわち、コンピュータ業種を含む一般機械

業における収益と産出価格（デフレータ）の推移をみると（図表２－２）、87年

～98年の 10年間で産出価格は 4割程度下落している一方で、収益は約 4倍にま

で拡大している。

  こうした生産性上昇は TFPの上昇によってもたらされている点が特徴的であ

る。Oliner and Sichel（2000）による IT 産業における TFPの推計結果をみると5

（図表３－１）、TFP上昇率は 90年代後半に大きく高まっており、特に半導体

業種において上昇率が顕著である（96 年～99 年の平均前年比：コンピュータ

+16.3％、半導体+45.0％）。全産業の TFP上昇に対する寄与度をみても（図表３

－２）、96年～99年には、全体の TFP上昇率+1.25％のうち、+0.47％（約 4割）

が IT 業種の貢献である（なお、91年～95年平均と比較した 96年～99年の TFP

上昇率の高まりは+0.7％ﾎﾟｲﾝﾄ、うち IT 産業の寄与は+0.3％ﾎﾟｲﾝﾄ）。この間、他

の推計結果をみても、例えば Jorgenson and Stiroh（2000）は、90年～95年と比

較して 96年～98年には、IT セクターが全体の TFP上昇率を+0.2％ポイント高

めているとの推計結果を得ているほか、CEA（2000）でも、73 年～95 年と 96

年～99年を比較したうえで、同じく 90年代後半に IT 産業は、それ以前の長期

トレンドと比較して+0.2％ポイント TFP上昇率を高めているとしている。

② IT 資本の蓄積

  米国における IT 投資の推移をみると（図表４）、年々伸び率を高めている状

況にあり、2000年上期には前年比+25％を超える伸びとなっている。この結果、

IT 投資が設備投資全体に占める割合も 2000年上期には 47％にまで達した。旺

                                                  
4 ここでは簡便に、IT 産業の生産指数／雇用者数で算出した。
5 Oliner and Sichel（2000）は、成長会計アプローチにより成長率の残差として TFPを計算し、
業種別の所得ウェイトを用いて IT 業種の TFP寄与度を計算している。後述の Jorgenson and
Stiroh（2000）や CEA（2000）等における TFP計測方法も同様である。
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盛な IT 投資の結果として、IT ストックについても、コンピュータやソフトウェ

アを中心に急速に蓄積が進んでおり、99年末には、IT ストックが資本ストック

に占める割合は 14％弱となっている（図表５）。

  次に、成長会計分析6を用いて、IT ストックの生産性上昇率に対する寄与度を

みると（図表６）、74年～90年の年率平均+0.45％ポイント、91年～95年の同

+0.48％ポイントと比較して 96年～99年には+0.94％ポイントと+0.5％ポイント

程度上昇率を高めている7。

③両者の合計

  以上、①IT 業種（生産者）の TFP上昇、②IT ストックの蓄積（IT ユーザーの

資本装備率上昇）といったルートにおける、IT の生産性上昇効果を点検した。

最近の研究成果では、この両者の合計を以って（狭義の）IT の生産性上昇効果

としている例が多い。例えば、Oliner and Sichel（2000）では、91～95年と比較

して、96年～99年には労働生産性上昇率が、約 1％ポイント高まっている（+1.6％

→+2.7％）が、このうち IT の寄与が①、②合わせてその約 3分の 2である（+0.8％

ポイント）としている（図表７）。その他の推計結果をみても、CEA（2000）で

は、90年代後半における生産性上昇率の高まり分（73年～95年の平均→96年

～99 年の平均：+1.5％ﾎﾟｲﾝﾄ）のうち、IT の寄与はその約半分（+0.7％ﾎﾟｲﾝﾄ）

と計測しているほか、Jorgenson and Stiroh（2000）は、90年～95年平均と 96年

～98年平均を比較した上で、生産性上昇率の変化に対する IT の寄与率は約 5割、

Whelan（2000）も、74年～95年平均と 96年～96年平均を比較し、IT の寄与率

が約 7割と推計している（最近の研究成果の一覧は図表８）。

  このように、推計方法や推計期間の違いにより若干の違いはあるが、総じて

みれば、90年代後半にみられた労働生産性上昇率の高まりのうち、5割～7割程

度は狭義の IT の寄与とみることができ、狭義の部分だけを取り上げてみても、

IT の生産性上昇効果はかなり大きなものと考えることができよう。

                                                  
6 具体的には ( ) ( ) ( )[ ] PTFqLKLKLKLKLY LooMMSWSWCC

&&&&&&&&&&&& ++-+-+-+-=- aaaaa )( 、

Y：実質 GDP、L：労働投入量、KC：コンピュータ・ストック、KSW：ソフトウェア・スト
ック、KM：通信機器ストック、Ko：一般資本ストック、q：労働力の質、α：所得ウェイト、
の分解式に基づきそれぞれ寄与度を算出している。
7 このほか、Whelan（2000）、CEA（2000）でも、IT ストックの蓄積により、90年代後半に
+0.5％ポイント程度生産性上昇率が高まっていると計測している。
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（ロ） 広義の効果（含む IT ユーザーのシナジー効果）

  前述のとおり IT ユーザーのシナジー効果は、IT ストックの蓄積がその他の資

本ストックや労働力に及ぼすプラスの効果であり、この部分は統計的に IT ユー

ザー業種の TFP上昇に典型的に現われることになる。したがって、IT ユーザー

の TFPが IT ストックの蓄積とともに上昇し、また、IT ストックを蓄積している

業種ほど、TFP上昇率も高いことが確認できれば、IT ストックは、単に資本ス

トックとして生産能力の拡大に貢献しているだけでなく、他の生産要素にプラ

スの効果を与えることによって、生産要素に分解できない TFPを高めていると

一応結論付けることができる。

  この点を確認するために、まず、Oliner and Sichel（2000）に基づき、IT 以外

の業種における TFP上昇率をみると（図表９）、90年代後半においては、それ

以前と比較してかなり伸び率が高まっていることが分かる。労働生産性上昇率

に対する寄与度をみても、上記で紹介した Oliner and Sichel（2000）、Jorgenson and

Stiroh（2000）ともに、+0.6％～+0.8％と計測しており、これは 90年代前半にお

ける寄与度の 2倍以上に相当する。さらに、業種別に TFPを計測し、90年代前

半（90年～94年）から後半（95年～98年）にかけての伸び率の変化と IT スト

ック／全資本ストック比率の変化を比較してみても（図表１０）、両者には正の

相関関係が窺われ、資本ストックに占める IT のウェイトが高まっている業種（耐

久財製造業や小売、金融など）では、同時に TFP上昇率の高まりが観察される。

  こうした点から判断すると、IT ストックの蓄積は、TFP上昇というかたちで、

実際に生産性を押し上げていると考えられ、こうしたシナジー効果も含めた IT

の広義の生産性上昇効果はかなり大きなものと推察される8。

（ハ）GDP統計改訂による影響（非製造業の労働生産性改善）

  なお、若干上記の観点からは離れるが、米国においては、99年 10月の GDP

統計の改訂が生産性上昇に大きなインパクトを与えたと指摘されている9。統計

の改訂により、企業の購入・内生するソフトウェア支出額が、従来の中間投入
                                                  
8 なお、齋藤（2000）では、労働生産性上昇率を一般資本ストックの装備率、資本の情報化
率（IT ストック／一般資本ストック）、設備稼働率で推計する関数推計を行い、96年以降の
労働生産性上昇率の約 8割が資本の情報化率で説明できるという結果を得ている。こうし
た推計結果は、ラフなものとはいえ、一応シナジー効果も含めた IT 全体の生産性押し上げ
効果を定量化する試みと考えることができる。
9 GDP統計の改訂については、U.S. Department of Commerce（1999）を参照。
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から最終需要（設備投資）に扱いが変更され、その分 GDPや労働生産性が押し

上げられることになった。労働生産性上昇率を改訂前と改訂後で比較すると（図

表１１－１）、統計改訂により 90年代の労働生産性上昇率は平均+0.6％ﾎﾟｲﾝﾄ上

方改訂されている。また、これを業種別にみると（図表１１－２）、ソフトウェ

ア投資を大きく伸ばしているとみられる卸売、金融等で大幅に上方修正されて

いる10。これまで、金融やサービス業など非製造業における労働生産性について

は、統計上十分に捉え切れていないとの批判も多かった11が、今次統計の改訂に

より、統計の不備は少なからず改善したと考えられる。

３．IT の労働生産性上昇効果に関する国際比較

  以上、米国における IT の生産性押し上げ効果について概観した。本章では、

米国を対象とした研究事例の切り口に倣って、種々の既往リサーチをベースに

IT と生産性上昇との関係について国際比較を行い、米国以外の地域においても、

IT の生産性押し上げ効果が観察されるかどうか、また、90年代における先進主

要国の成長率ないし労働生産性格差には IT 化の違いが大きく寄与していると考

えられるかどうかについて検証する12。

（１） 主要先進国の成長率、労働生産性比較

  ITの効果を比較する前に、まず、90年代における主要先進国の経済パフォー

マンスを比較しておこう。OECDのデータを基に、実質 GDP成長率をみると（図

表１２－１）、90年代には、80年代と比較して OECD平均で伸び率が鈍化して

いるほか、ドイツ、フランス、イタリアなどの欧州主要国や日本など多くの地

域で成長率が低下している。もっとも、90年代後半（95～99年平均）について

                                                  
10 業種別 GDP統計は、業種別のグロス生産から中間投入を差し引くことにより求められる。
統計の改訂により、企業のソフトウェア購入額が中間投入から資産計上された結果、中間
投入の減少分だけ、GDPが押し上げられたほか、ソフトウェアを内生している企業にとっ
ては、その分、グロス生産額が拡大する。したがって、ソフトウェアを購入、内生してい
る額の大きい業種では、GDPの上方改訂幅も大きい。
11 Baily and Gordon（1988）、Nardhaus（1997）など。
12 もとより、IT の生産性押し上げ効果についての厳密な比較は、統計の入手可能性の面か
ら極めて困難であり、本章で導かれる暫定的な結論についても、相当の幅を持ってみる必
要がある。統計上困難な点を整理すると、①IT 産業に関する総括的かつタイムリーなデー
タが少ないこと、②IT 投資や IT ストックについてのデフレートの方法が各国毎に区々なこ
と、③ITの主なユーザーであるサービス業の付加価値生産の計測が困難なため、国毎の推
計の精度が大きく異なると考えられること、等が指摘できる。
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みると（図表１２－２）、OECD平均で減速している状況に変化はみられていな

いが、米国、カナダ、オーストラリア、ノルウェー、スウェーデン、フィンラ

ンドなど、80年代と比較して成長率が加速している国が増加している13。

  なお、成長率動向については、人口増加率や短期的な景気変動の影響を受け

ると考えられることから、こうした影響を取り除くために、一人当たりのトレ

ンド GDP成長率14で比較してみると（図表１２－３）、90年代入り後、日本や欧

州主要国を中心に多くの国で減速しているが、米国、オーストラリア、ノルウ

ェー、オランダなどでは、成長率が高まっており、総じてみれば、GDP成長率

と同様の傾向が窺える。

  次に、労働生産性（トレンド）について国際比較を行ってみると（図表１３

－１）、一人当たりトレンド GDP と同様、日本や欧州主要国では伸び率が低下

している一方で、米国、オーストラリアなどでは伸び率が高まっている。もっ

とも、やや詳しくみると、GDPとは異なり、オランダで伸び率が低下している

一方で、スウェーデン、フィンランドなどの北欧諸国では、90 年代入り後労働

生産性の上昇率が高まっていることが分かる15。

  以上の点を整理すると、90年代の労働生産性については、80年代と比較して

日本、欧州主要国で伸び率が低下している一方で、英語圏（米国、カナダ、オ

ーストラリア）や北欧圏（フィンランド、ノルウェー、スウェーデン）で伸び

率が高まっている16と特徴付けることができよう17。

                                                  
13 なお、90年代には先進国間の成長率のバラツキが拡大していることが特徴的である。
OECD諸国における成長率の分散は、90年代には 1.3％と 80年代の 0.9％から拡大している。
14 トレンド成長率の算出には HPフィルターを使用している。
15 北欧諸国において、一人当たり GDP伸び率が低下していながら、労働生産性上昇率が高
まっている背景には、こうした国々において、人口高齢化の進展から、雇用者数／総人口
比率が低下したことが指摘できる。実際、Scarpetta et.al（2000）に基づき、一人当たり GDP
成長率を労働生産性要因とデモグラフィック要因（雇用者数／総人口比率の変化）に分解
してみると（図表１３－２）、スウェーデン、フィンランドでは、デモグラフィック要因が
大きく成長率を下押ししている。一方で、オランダについては逆の特徴が窺われ、労働生
産性上昇率は然程高くはないが、デモグラフィック要因の大幅なプラス寄与により、成長
率が高まっている。
16 このほか、アイルランドでも 80年代以降一貫して高いトレンド労働生産性上昇率を達成
している点が注目される（80年代平均+3.5％→90年代平均+3.2％）。
17 このため、以下では、労働生産性に焦点を当てて、欧州主要国や日本など多くの国で労
働生産性上昇率が鈍化する中で、労働生産性上昇率の高まりを達成した北欧諸国や英語圏
諸国において、IT 化の進展が生産性上昇に寄与していると考えられるかどうかについて検
証する。
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（２） IT の労働生産性押し上げ効果

  こうした 90年代における各国の労働生産性上昇率格差に IT 化の違いが寄与

しているかどうかを確認するために、２.の例に倣って、①IT 産業の効率性向上、

②IT ストックの蓄積、③IT のシナジー効果に分解して、IT の労働生産性押し上

げ効果について国際比較を試みる。

① IT 産業の効率性向上

  IT 産業の効率性向上が生産性上昇に与える定量的なインパクトを計測するた

めには、２.（３）①の米国の例でみたように、各国の IT 産業の生産性（TFP）

を計測し、IT 産業の経済全体に占めるウェイトを掛け合わせる作業が必要とな

るが、IT 産業の生産性や TFPに関する国際比較可能なデータが不十分なため、

ここでは IT 産業が経済全体に占めるウェイトやその変化に焦点を当てて、国際

比較を行った18。

  まず、国別の IT 産業の対名目 GDP比率（付加価値ベース）をみると（図表

１４－１）、米国、日本および北欧諸国（スウェーデン、フィンランド）、アイ

ルランド等で IT 産業のプレゼンスが高いことが分かる。すなわち、Credit Suisse

First Boston Securities（2000）の推計では、98年の IT 産業の対 GDP比率は、ア

イルランドで 7％強となっているほか、米国、日本で 6％強、スウェーデン、フ

ィンランドでも 5％を超える高い水準となっている。一方、ドイツ、フランス、

イタリアなど欧州主要国では 4％前後と相対的に水準は低い。こうした傾向は、

OECD（2000b）による推計（ソフトウェアを除くベース、97年）でも同様にみ

られており、米国やフィンランドにおいて IT 産業のプレゼンスが相対的に高い

という結果が得られている。

  次に、IT 産業の対 GDP比率の変化（95年→98年）をみると（図表１４－２）、

米国でシェアが高まっているが、スウェーデン、フィンランド、アイルランド

ではそれ以上にシェアが大きく高まっている。この間、日本や欧州主要国にお

けるシェアの高まりは限定的である。

  こうした結果からは、IT 産業の効率性向上の観点では、米国のほか、スウェ

                                                  
18 すなわち、IT 産業が他の業種よりも生産性が高いと仮定した上で、IT 産業の経済に占め
るウェイトが大きいほど、また、ウェイトがより高まっている国ほど、経済全体の生産性
上昇に対する IT 産業の効率性向上の寄与が大きいと判断している。
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ーデン、フィンランド等の北欧諸国やアイルランドにおいて、経済全体の生産

性上昇への寄与が大きいと推察され、とくに北欧諸国においては、米国以上に

IT 産業の効率性向上が生産性を押し上げている可能性があると言えよう19。

② IT ストックの蓄積

  第 2に IT ストックの蓄積動向について比較を行う20。まず、Daveri（2000）に

基づき、IT 投資の対 GDP比率を各国比較してみると（図表１６）、米国や北欧

諸国と並んで、英国、カナダ、オーストラリアなどのウェイトの高さが目立っ

ている。すなわち、英国、オーストラリア等では、97 年時点で IT 投資が名目

GDPの 4％近傍にまで達しているほか、米国、カナダ、ニュージーランド等で

も、同比率は 3.5％と比較的高い。さらに、IT 投資／GDP比率の変化（92年か

ら 97年への変化）をみると、英国、カナダ、オーストラリアなど英語圏諸国で

大きく高まっていることが特徴的である。この間、日本については、レベル、

変化ともにドイツ、フランス、イタリアなど同比率の低い欧州主要国と同比率

の高い英語圏諸国の中間程度に位置している。なお、Schreyer（2000）による G7

諸国を対象とした推計（ソフトウェア等を除くベース）をみても（図表１７）、

実質 IT 投資の伸びや IT 投資／設備投資比率のいずれの点でも、米国、英国、カ

ナダが他国をリードしている姿が窺える21。

  こうした IT 投資についての格差を反映して、IT ストック（IT ストック／資本

ストック比率）についてみても（図表１８）、米国が他国を大きくリードしてい

るほか、英国、カナダについても、同比率が比較的高いという結果が得られて

いる。

                                                  
19 なお、上述したように、IT 産業のウェイトの高まりがマクロの生産性上昇にプラスの寄
与をするためには、IT 産業自体の効率性が他の産業よりも高いと仮定する必要がある。こ
の点について、IT 関連財の価格動向を用いて確認すると（図表１５）、通信機器ではややバ
ラツキがあるが、コンピュータ関連財については、米国のみならず、他の先進諸国でも同
程度（平均前年比▲20～▲25％）の価格下落がみられており、総じて IT 産業の効率性が高
いことを示唆している。
20 ITストックを国際比較するためには、民間調査機関等が公表している各国の名目 IT 関連
支出のデータを基に、そのうち設備投資の部分を推計し、適切なデフレートを施したあと、
償却率、除却率を推計するといったプロセスを経ることになる。本稿で主に言及する
Schreyer（2000）、Daveri（2000）は、いずれもこうした手法により、IT ストックを推計して
いる。なお、こうしたプロセスにおける最初のステップである名目 IT 関連支出については、
いずれも、WITSA（World Information Technology and Services Alliance）ないし、IDC
（International Data Corporation）による集計データに基づいている。
21 Schreyer（2000）は、IT 投資／名目 GDP比率を明示的には算出していない。
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  次に、こうして算出された IT ストックのデータを基に、スタンダードな成長

会計分析を用いて計算された、IT ストックの実質 GDP成長率に対する寄与度を

みると（図表１９）、Schreyer（2000）では（ソフトウェア・ストック等を除く

ベース）、G7の中で米国が年率+0.4％と最も高いほか、カナダ、英国が+0.3％程

度とそれに続く形となっている。また、ソフトウェア・ストックを推計し、か

つ対象国のカバレッジが広い Daveri（2000）による推計結果をみても（91年～

97年平均、図表２０）、IT 投資／GDP比率の高まっている米・英・オーストラ

リア等では、年率+0.7％程度の高い寄与となっている22。反面、ドイツ、フラン

ス、スペイン、イタリアなどの欧州主要国では、寄与度が+0.3～+0.4％にとどま

っており、IT ストックの Deepeningという要因だけで、米国などの先端国とは

+0.3～+0.4％ポイント程度の成長率格差が説明できるという結果が得られてい

る。なお、日本については、ドイツ・フランス等よりも寄与度は若干高いもの

の、寄与度は+0.5％程度である。

  このように、IT ストックの蓄積という観点からは、米国のほかに、英国、オ

ーストラリア、カナダなど英語圏の国々において、実質 GDP成長率ないし、労

働生産性に対する寄与度が高いと結論付けることができよう。

③シナジー効果（IT ユーザーの TFP 上昇）

  第 3の点は、IT ストックの蓄積がその他の資本ストックや労働力に及ぼすシ

ナジー効果の部分である。通常、こうした効果は、IT ユーザーの TFP上昇とし

て計測されるが、IT ユーザーの TFPについて国際比較可能なデータが限られて

いるため、ここでは、経済全体の TFP動向について国際比較を行い、IT ストッ

クの蓄積と TFPとの関連について考察する。

  まず、Bassanini, Scarpetta and Visco（2000）の計測に基づき、90年代の主要先

進国の TFP上昇率を 80年代と比較してみると（図表２１）、日本や欧州主要国

では顕著に減速している一方で、米国、オーストラリアなど英語圏諸国および

北欧諸国で伸びが高まっている。また、90年代後半（95年～98年平均）につい

て 80年代と比較してみても、こうした傾向には特に変化はみられていない。

  ここで注意すべきは、TFP上昇率格差は、IT 産業のプレゼンスの違い（IT 産

                                                  
22 なお、96～97年だけを取り出してみると（図表２０－２）、全体として成長への寄与は高
まっているが、英語圏諸国と欧州主要国との間の寄与度格差については+0.5％ポイント程度
と一段と拡大している。
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業は TFP上昇率が高いため、IT 産業のウェイトが高い国はマクロの TFP上昇率

も高い）が影響している可能性もある。そこで、IT 産業のウェイトの変化と TFP

上昇率の変化を比較してみると（図表２２－１）、確かに、米国、スウェーデン、

フィンランドなど IT 産業のウェイトが大きく高まっている国では、TFP上昇率

も高く、逆に IT 産業比率の伸びが相対的に低い国々では、TFP上昇率は総じて

鈍化しているという傾向が窺われる。この点は、IT 産業自体の TFP上昇が全体

の TFP上昇に少なからず寄与している可能性を示しており、（２）①でみた結果

とも整合的である。もっとも、TFP 上昇率が高まっているグループや鈍化して

いるグループそれぞれについてさらに詳しくみると、IT 産業比率の変化と TFP

上昇率の変化の間の相関関係は必ずしも明確ではない。例えば、TFP 上昇率が

鈍化しているグループをみると、スペインなど IT 産業比率が比較的上昇してい

る国でも、TFP 上昇率は大きく鈍化しているといった例が見受けられる。した

がって、IT 産業のプレゼンスだけが TFP上昇率格差の要因とは考え難い。

  次に、TFP上昇率の変化と IT 投資／GDP比率の変化を比較すると（図表２２

－２）、両者には明確な正の相関関係がみられる。すなわち、オーストラリア、

カナダなど IT 投資／GDP比率が大きく上昇している国では、TFP上昇率も加速

している一方で、スペイン、オランダ、フランスなど IT 投資比率が然程変化し

ていない国々では、TFP 上昇率は鈍化している。なお、日本については、両者

のほぼ中間に位置している。

  こうした観察結果は、IT ストックの蓄積度合いの違いが、経済全体、特に IT

ユーザーの TFPの動向に大きな影響を与えている可能性を示すものである。す

なわち、国際的にみても、IT ストックの蓄積が進んでいる国ほど、TFP上昇率

が高いという事実は、IT ストックの蓄積が、ネットワーク外部性の発揮やサー

チコストの低下による経済取引の効率性向上等を通じて、生産性上昇をもたら

していることを示している。言い換えれば、IT ストックが実際にシナジー効果

を持つ可能性を示すものと考えられる。特に、オーストラリア、カナダなどの

英語圏諸国では、IT ストックの蓄積が Capital Deepeningを通じて経済の供給力

を引き上げているだけでなく、シナジー効果を通じた TFP上昇というルートで

も、生産性上昇率の高まりに寄与している部分が大きいことを示していると言

える。

  なお、IT 利用の広がりや IT の生産性押し上げ効果の違いには、各国毎の規制



16

の程度や労働市場の柔軟性の違いがその背景にあると指摘されることが多い23。

そこで、TFP 上昇率の変化と、各国の規制度合い（財市場および労働市場の規

制の存在を点数化したもの24）を比較してみると（図表２３）、概ね両者には逆

相関が観察され、規制の弱い国ほど、TFP上昇率が高いことが分かる25。

  こうした相関関係のみから規制と TFP上昇の相互作用を導き出すことは難し

いが、TFP上昇率の高い国では、概して IT 投資／GDP比率が高いという上記結

果と、こうした国では、そもそも財市場、労働市場の規制が緩い（逆に IT 投資

／GDP比率や TFP上昇率が低い国では規制が強い）という結果を併せて考える

と、規制の強弱によって IT 投資の効果が異なるというより、むしろ規制の強い

国では、企業間競争が低調で IT 投資を行うインセンティブが沸き上がりにくく、

それが TFPを押し上げない結果となっていると解釈することができよう26。

（３） 一応の結論

  以上、90年代における GDP成長率や労働生産性動向とそれに対する IT の寄

与について、国際比較を行った。もとより、IT 産業のプレゼンスや IT ストック

の計測の精度には各国ごとにバラツキがあろう。また、日本の例を取ってみて

も容易に想像がつくように、90 年代の成長率や労働生産性の動向を考えるうえ

では、成長率格差の背後にある個別国の事情を十分に考慮する必要があり27、IT

と経済パフォーマンスについて断定的な結論を下すためにはより長期の動向を

みる必要があると思われる。したがって、本稿で示した IT の生産性へのインパ

クトについての結論は暫定的なものとならざるを得ないが、上記の結果を改め

て整理し、一応の結論を示すと以下のとおりである。

                                                  
23 齋藤（2000）など。また、グリーンスパン FRB議長も、講演等の場で、労働市場の柔軟
性の違いが、日・欧と米国における労働生産性の違いとして重要である旨指摘している。
24 規制の各国比較については、Nicoletti, Scarpetta and Boylaud（1999）による。
25 なお、ノルウェー、スウェーデン、フィンランドなどの北欧諸国は、IT 産業の成長が TFP
上昇に寄与しており、規制との関係は然程強くないと考えられる。実際、こうした北欧諸
国を除外してみると、図表２３に示した規制度合いと TFPとの関係はより明確になる。
26 なお、この点についてより直接的なエビデンスとしては、インターネットの普及と通信
コストに負の関係がみられている点も挙げられよう。例えば、OECD（2000a）では、イン
ターネットの利用コストとインターネット・ホスト数との間には明確な負の相関がみられ
ることを指摘しており、規制の強弱が IT 投資のレベルに影響を与え、それが結果的に TFP
拡大に繋がるというルートの存在を示す一つの証左と考えられる。
27 TFPが景気循環的要素を持つことも考えると、とりわけこの間の需要動向の違いを考慮す
ることが重要である。
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① 90年代における先進主要国の経済パフォーマンスを 80年代と比較してみ

ると、全体として GDP 成長率が鈍化しているほか、労働生産性上昇率もほ

とんど変化していない。しかし、中には、米国だけでなく、スウェーデン、

ノルウェー、フィンランドなど北欧諸国や、オーストラリア、カナダなどの

英語圏諸国では、90年代後半にかけて成長率や生産性上昇率が高まっている

国も存在する。

② このうち、北欧諸国では、主として効率性の高い IT 産業の成長が労働生産

性上昇率の高まりに寄与している。一方、英語圏諸国では、主として IT ス

トックの蓄積が生産性上昇に大きく寄与しているほか、IT 投資の効果が TFP

上昇という形でも顕現化しているとみられる。一方、ドイツ、フランス、イ

タリアなどの欧州主要国では、IT 産業のプレゼンス、IT 関連ストックの蓄積

のいずれにおいても北欧諸国や英語圏諸国と比較して大きく差を付けられ

ている。なお、日本については、IT 産業のプレゼンスという点では、国際的

にみても比較的高い位置にいるが、IT ユーザーとしては、英語圏諸国と比較

すると見劣りしているという状況にある。

③  上記の結果は、90年代に高成長を達成した国々の多くは、生産者サイドや

ユーザー・サイドなど形態の違いはあっても、何らかの形で IT 化の進展が大

きく寄与していることを示すものであり、この間の成長率格差には、IT の寄

与の違いが少なからず影響を与えている可能性を示している。中でも、IT ス

トックの蓄積の違いは、Capital Deepening効果だけでなく、TFPにも影響を

与えることにより、経済の供給サイドへの効果を通じて成長率や生産性格差

に比較的大きい影響を与えた可能性が高い。

④  こうした IT ストックの蓄積や TFP上昇率に関する国ごとの格差の背景を

探ると、財市場や労働市場における規制の度合いと相関が高く、90 年代に

TFP上昇率を高めた国では、総じて規制が緩いという関係が見出せる。規制

が強い国では、企業間競争が低調であったり、そこでのコーポレート・ガバ

ナンス構造が緊張度に乏しく、IT のような革新的な投資を行うインセンティ

ブを削ぐことになり、こうした非競争的環境では、TFPを大きく押し上げに

くいと考えられる。

以  上
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（図表１）

（１）非農業部門労働生産性

（２）産出の寄与度分解（非農業部門）
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(図表２）

（１）コンピュータ、電子部品の労働生産性

（２）産出デフレータと企業収益（一般機械業種）
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(図表３）

（１）IT産業のTFP上昇率

（２）TFP上昇に対するIT産業の寄与
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（図表４）

米国のIT投資
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（図表５）

（１）IT関連資本ストックの内訳

（２）資本ストックに占めるウェイト
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（図表６）

IT関連資本ストックの生産性押し上げ効果
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(図表７）

 

労働生産性の要因分解
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（図表８）

米国の労働生産性に関する実証結果

（％ポイント）
Jorgenson
and Stiroh
（2000）

Oliner and
Sichel
（2000）

Whelan
（2000）

CEA
（2000）

Gordon
（2000）

比較期間 90-95→
96-98

90-95→
96-99

74-95→
96-98

73-95→
96-99

72-95→
96-99

労働生産性上昇の
加速

1.0 1.1 1.0 1.5 0.8

資本蓄積 0.5 0.5 n.a. 0.5 0.3

IT セクター 0.3 0.5 0.5 0.5 n.a.

その他セクター 0.2 0.0 n.a. 0.0 n.a.

労働力の質 -0.1 -0.1 n.a. 0.1 0.1
TFP 0.6 0.7 n.a. 0.9 0.3

うち ITセクター 0.2 0.3 0.3 0.2 0.3

その他セクター 0.4 0.4 n.a. 0.7 0.0

生産性加速に対す
る IT の寄与度

0.5 0.8 0.7 0.7 n.a.

同寄与率 約 5割 約 3分の 2 約 7割 約 5割 n.a.

（注）伸び率の変化に対する寄与度



（図表９）

（１）TFP上昇率

（２）労働生産性への寄与度
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（図表１０）

TFP上昇率と資本の情報化比率との相関関係
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（図表１１）

（１）労働生産性の改訂状況  

（２）業種別の労働生産性改訂状況
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（図表１２）

（１）90年代と80年代の比較

（２）90年代後半と80年代との比較
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（３）先進主要国の一人当たりトレンドGDP成長率（90年代）
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（出所）Scarpetta et al.（2000）



（図表１３）

（１）先進主要国のトレンド労働生産性

（２）一人当たりGDP成長率の寄与度分解
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（出所）OECD（2000a）、Scarpetta et al.（2000）



（図表１４）

（１）名目GDPに占めるIT産業のウェイト

（２）IT産業の名目GDPウェイトの変化

IT産業のプレゼンス
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（注2）SW：ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、FIN：ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、IR：ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ
（出所）OECD（2000b）、Credit Suisse First Boston Securities（2000）



（図表１５）

（１）コンピュータ関連財

（２）通信機器

IT関連財価格
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（注）各国のデフレータ算出方法の違いを調整したベース。

（出所）Daveri（2000）



（図表１６）

（１）IT投資の対名目GDP比率（97年）

（２）IT投資／名目GDP比率の変化（92年→97年）
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（図表１７）

（１）実質IT投資の伸び

（２）IT投資の設備投資に占めるウエイト

IT投資の国際比較（２）
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（注）ソフトウェア等を除くベース。

（出所）Schreyer（2000）

（注）コンピュータ（ハード）のみ。



（図表１８）

ITストックの資本ストックに占めるウェイト
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（出所）Schreyer（2000）



（図表１９）

 

ITストックの成長に対する寄与（１）
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（注）ITストックにはソフトウェア等は含まれない。

（出所）Schreyer（2000）



(図表２０）

（１）91年～97年平均

（２）96年～97年平均

ITストックの成長に対する寄与（２）
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（注）ソフトウェア等も含む。

（出所）Daveri（2000）



（図表２１）

（１）90年代と80年代との比較

（２）90年代後半と80年代との比較

先進主要国のTFP
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（注）英国は90年代平均と90年代後半との比較
（出所）Bassanini, Scarpetta and Visco（2000）



（図表２２）

 
（１）TFPとIT産業のプレゼンスとの相関関係

（２）TFPとIT投資比率との相関関係
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（注）IT産業比率は、IT産業の付加価値の名目GDPに占める割合。



（図表２３）

（１）TFPと財市場の規制度合いとの相関関係

（２）TFPと労働市場の規制度合いとの相関関係
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